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１．序論

　中国経済のめざましい発展に対して出稼ぎ農

村労働者（中国語の「外出農民工」）が果たして

いる役割は極めて大きい。都市での出稼ぎを目

的に農村から移動してきた農民が都市部の多く

の産業を支えている。そうした農民は一般に出

稼ぎを続けている限り基本的な生活の場は移動

先の都市に置いている。しかし他方で，農繁期

には地元に戻って農作業に従事する場合もある

など地元との関係を保ちつつ，都市での出稼ぎ

を続けるか帰郷するかの選択を行っていると考

えられる。とくに近年では，農村部の自治体で

も地元出身者が都市部での就業で得た知識，技

能あるいは企業家精神を携えて帰郷し，新たな

企業を起すなど地元経済の発展に貢献すること

を期待している。

　こうした実態を受けて，農村から都市への労

働移動に関しては過去さまざまな角度から膨大

な量の研究がなされてきた。それに対して，帰

郷あるいは帰郷創業といった現象が研究の対象

となったのは比較的最近であり，たとえば，ど

のような特性を持つ出稼ぎ農村労働者が地元へ

の帰郷を選択するのかといった点に関しても十

分議論が深まったとは言えない。帰郷者による

地元経済への貢献を期待する立場からは，当然，

帰郷者の能力が高いことを論証しようとする一

方，帰郷者は都市での成功者とは言えないと主

張して，帰郷者の地元経済への貢献に対して懐

疑的な見方をする論者もいる。

　このような研究状況に鑑み，本研究では２０１０

年に河南省で実施された，都市での出稼ぎ中に

ある農村労働者を対象としたアンケート調査の

個票データを利用して，出稼ぎ農村労働者の帰

郷行動を分析する。より具体的には，将来の帰

郷を考えている農村労働者と帰郷の意思がない

農村労働者とを比較し，個人特性あるいは地元

の経済状況などを含むどのような要因がそうし

た意思決定の違いをもたらすのかを明らかにす

る。さらに，そうした帰郷の決定因が創業志向

を持つ出稼ぎ農村労働者と創業志向を持たない

出稼ぎ農村労働者との間で異なるか否かについ

ても分析する。

　とくに本稿では労働移動の主な要因とされる

都市・農村間の収入格差について，都市での収

入を外生変数として捉えるのではなく個々の農

村労働者の特性・能力に応じて決まる内生変数

として扱い，都市部で高い収入を得ている農村

労働者ほど帰郷の意思を持たないという結果が
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得られた。帰郷の意思を持つ農村労働者は都市

での成功者とは言い難いという可能性が示唆さ

れたのである。しかし，つづいて創業の意思を

持つ農村労働者とそうした意思を持たない農村

労働者とに分けてその帰郷要因を分析したとこ

ろ，収入の高い者ほど帰郷する意思を持たない

という傾向は創業の意思を持つ農村労働者につ

いては見られないという結果が得られた。創業

を目指す農村労働者に関しては都市部での収入

の低いことが帰郷を促すとは言えず，帰郷者の

地元への貢献に対する懐疑的意見には一定の留

保が必要なことがわかった１。

　本稿の構成は以下のとおりである。つづく第

２節では，農村労働力の帰郷に関する過去の文

献を展望する。第３節では本研究の対象地域で

ある河南省について労働移動の情況を主として

本研究におけるアンケート調査の結果をもとに

概観する。第４節はどのような要因が農村労働

者に帰郷を促すかの検討に充てられ，つづく第

５節で probit モデルによる実証分析を試みる。

第６節では，第５節で得られた統計的結果が創

業意思の有無によってどう異なるかを検討する。

本研究ではさらに第７節で世代の違いを考慮し

た分析も試みる。結論は最後の第８節で述べる。

２．農村労働力の移動と帰郷

　中国における地域間労働移動は農村戸籍から

都市戸籍への変更が難しいといった制約がある

にも関わらず，実態として極めて大規模に生じ

ており，その影響については膨大な数の研究が

なされている。その中で農村部から都市部への

労働移動が改革開放以降比較的早くから注目を

集めて来たのに対して，その帰郷に対する関心

が高まってきたのは比較的最近のことである２。

この話題はしばしば「帰郷創業」（「回郷創業」

あるいは「返郷創業」）という言葉とともに語

られ，一旦都市へ移動した出稼ぎ農村労働者が

都市での就業経験によって得られた技能，知識

といった人的資本を携えて農村部に帰郷し，自

らの企業を設立することで地元経済の発展に貢

献するという期待が込められている。

　この「帰郷創業」に関しては安徽省における

帰郷創業者を対象としたアンケート調査にもと

づく張・楊（１９９６）を初期の例として，多くの

研究がなされてきた（Murphy １９９９，２００２；Ma 

２００１，２００２；林  ２００２；崔  ２００４；胡・黄・謝  

２００６；韓  ２００９；Murakami  ２００９；村上  ２０１０， 

２０１１他）。これらの分析は帰郷創業者のみを対

象とした聞き取りあるいはアンケート調査にも

とづき，その個人特性等を明らかにしたもので

ある。とくに韓（２００９）は２００７年に国務院発展

研究センターが２８省１０１県の約３，０００名を対象と

して実施した比較的大規模なアンケート調査の

結果であるが，やはり帰郷創業者のみが標本対

象でありその特徴をたとえば帰郷せずに都市部

で出稼ぎを継続している農村労働者と比較する

といった分析はなされていない。

　帰郷者，都市での出稼ぎ継続者，出稼ぎ未経

験者を対象としてその特徴を比較した研究は限

られているが，その中でとくに重要な研究は白

・宋等（２００２）である。これは米フォード財団

の助成により１９９７年末に開始されたこの分野で

の最初の本格的調査結果にもとづく研究報告で

ある。アンケート調査の実施時期は１９９９年１２月

から２０００年３月まで，調査対象地域は安徽省と

四川省であり，有効標本数は両省の６２県，５，４８４

戸である。この研究の基本的結論は帰郷創業に

よる地元経済への貢献に関して懐疑的である。

すなわち，帰郷の理由として投資目的をあげる

───────────
１　移動労働者の「帰郷」現象は国際間に関して
も比較的近年になって注目されるようになった
（Borjas & Bratsberg 1996; Dustmann & 
Kirchkamp 2002; Dustmann 2003; Dustmann & 
Weiss 2007 他）。そこでは（潜在的）移動労働
者による生涯にわたる意思決定問題が出国のみ
ならず帰国も含めて理論的にモデル化されてお
り，本稿にとっても有用な知見を提供している。

───────────
２　中国における労働移動の現状と関連文献につ
いては田村・夏（２０１１），田村（２０１２）に詳しい。
また，とくに帰郷現象に焦点を当てた文献展望
としては孔（２０１０）がある。
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者はわずか２．５％にすぎない。また，帰郷後に

相当規模の農業および非農業の経営に携わって

いる者の比率は１．６％と２．７％にすぎず，帰郷者

の平均的な所得水準は出稼ぎ継続者に比べて明

らかに低い。こうした事実により，同研究はい

わゆる「創業神話」は支持できないと結論づけ

ている（１１－１２頁）。

　Wang & Fan（２００６）は白・宋等（２００２）と

同じデータを用いて帰郷者，都市での出稼ぎ継

続者，出稼ぎ未経験者についてその違いを決定

する要因を multinominal logit モデルにより統

計的に分析している。それによると帰郷者と都

市での出稼ぎ継続者を比べた場合，帰郷者は年

齢が高く教育水準が低い。同研究はこうした分

析結果より，帰郷者は都市での出稼ぎ継続者に

比べて人的資本の面で劣っていると結論づけて

いる。同様の結論は Zhao（２００２）における統計

分析でも見られる。

　最近の研究として２００９年に江西省と安徽省で

実施された調査および２００８年７月に珠江デルタ

の諸都市で働く約２，５００人を対象とした独自の

アンケート調査にもとづく分析である厳（２０１０）

が重要であるが，そこでの結論も帰郷者による

地元経済への貢献については限定的であろうと

いうものである。

　他方，本稿と同じ河南省を対象とした Hare

（１９９９）が都市での失敗は帰郷の主な要因では

ないという分析結果を得ている例はあるものの，

「帰郷創業」に対する期待の大きさに反して，

これまでの統計分析からは帰郷者の役割に対す

る懐疑的な結論が導かれることが多かったと言

えるかもしれない。しかし，この課題の分析に

適したデータを収集することは容易ではなく，

帰郷の要因を明らかにする分析の蓄積は尚十分

であるとは言い難い。そこで本研究ではこの課

題に関して新たな実証結果を付け加えるべく，

アンケート調査の個票データを用いた統計分析

を試みる。

　なお，本稿の分析は短期的繰り返しの出稼ぎ

か，長期的な出稼ぎ（あるいは定住）かの選択

要因を明らかにするという移動労働者に関す

るやや異なる視点からの研究として位置づけ

ることもできる（Cai & Wang ２００８；Hu, Xu & 

Chen ２０１１他）。　

３．河南省における労働移動の現状

３．１　アンケート調査の実施概要　

　本研究が調査対象地域とする河南省はその名

称の由来どおり，大部分が黄河の南に位置する。

この地域は古くから「中原」と呼ばれ，中国の

中でもとくに悠久の歴史を誇っている。河南省

の面積は全国の１．７％を占めるにすぎないが，

人口は９，４０５万人（常住人口）と総人口の７．０％

を占め全国３１省中３番目の規模である（２０１０年，

河南省統計局・国家統計局河南調査総隊『河南

統計年鑑２０１１』による，以下同様）。他方，GDP 

は総額では２３，０９２億元と中国全体の５．３％を占

める（全国３１省中第５位）が，１人当りで見る

と２４，４４６元と全国平均の８２％にすぎず（同じく

２１位），経済発展の水準は高いとは言えない。

　河南省は第一次産業（主に農業）が重要な地

位を占める。第一次産業の付加価値は３，２５８億

元であり，全国３１省中，山東省に次いで第２番

目である。GDP 総額に占める比率は１４．１％で

あり，全国平均の１０．０％をかなり上回っている。

また，第６回人口センサスの結果によると河南

省は農村人口が５，７８１万人で都市人口の約１．６倍

である（２０１０年）。全国的には農村人口と都市人

口はほぼ半々であるから，河南省は絶対的に見

ても相対的に見ても農村部に多くの人口を抱え

ている。他方，１人当り農家純収入５，５２４元は

全国平均の９３％で３１省中１７番目と河南省の農村

部は全国的にみて豊かとは言えない。そうした

理由により河南省は都市部への労働力の代表的

な送り出し地域となっている（董・魏 ２００９）。

　本研究で使用するデータは２０１０年２月に河南

省各地の農村部において面接方式で実施された

アンケート調査により収集された。面接は旧正

月（春節）の休暇期間中に里帰りしている出稼

ぎ農村労働者本人に対してなされた。標本単位

は家族のうち１人以上が都市部で出稼ぎを行っ

ている個別農家である。
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　この調査は筆者が兼職教授を務める河南大学

経済学院（河南省開封市に所在）が主体となっ

て実施された。具体的な標本抽出の枠組みは以

下のとおりである。まず，対象地域については

河南省の全１５８県（県級市，市区を含む）を母集

団として半数強に当る８７県を無作為に抽出した。

つづいて，対象となった県の出身学生を調査員

として採用し，各学生が自らその故郷における

該当農家を選択して面接調査を実施した。標本

数は最大１，１６６戸（人）である。このように本ア

ンケート調査は対象農家の選択に関しては無作

為抽出によるものとは言えない。

　また，本調査は河南省という特定地域の出身

者で，全国各地において出稼ぎを行っている農

村労働者を対象としていることが一つの特徴で

ある。ただし，前述のように標本対象となって

いるのは旧正月に里帰りしている者のみである。

もし，旧正月に里帰りする者と里帰りしないで

休暇中も出稼ぎ先に留まっている（あるいは他

の地域に出かけている）者との間に何らかの特

性上の違いがあるなら，本研究の分析はセレク

ション・バイアスを含むことになる。出稼ぎ先

の都市部において就業期間中の農村労働者を対

象に実施される調査ではこの問題は生じない。

　以上のように本稿のアンケート調査はいくつ

かの問題を含むものの，県レベルの地域選択は

無作為になされていること，標本数が比較的多

いこと，調査員の学生は統計的方法について理

解していると思われること，旧正月の里帰りは

広く一般的に見られる現象であることの理由に

より，一定の統計分析（計量経済学的分析）に

耐えうるデータが収集できたと判断した。

３．２　データの概要とその代表性

　まず，表１にしたがって本研究のデータを概

観する。あらためて言うまでもなく，本研究に

表１　使用するデータの概要

平均値（標本数）データの出所
（９２２）１７４０．４アンケート調査平均月収（元，２００９年）
（９５８）７０．４アンケート調査男性比率（％）
（９６７）６２．０アンケート調査既婚比率（％）
（９７４）３０．９アンケート調査年齢（歳）
（９６９）７．６アンケート調査大学専科卒以上

学歴（％）
（９６９）２４．１アンケート調査高卒
（９６９）５７．３アンケート調査中卒
（９６９）１０．９アンケート調査小学卒以下
（９７１）８．３アンケート調査都市就業年数
（９８５）７．６アンケート調査都市で住居既購入比率（％）
（８９７）２８．２アンケート調査農業収入比率（％，２００９年）
（９０８）６４．８アンケート調査東部沿海地域

移動先地域（％） （９０８）２６．５アンケート調査河南省内
（９０８）８．７アンケート調査その他
（９１０）２４．９アンケート調査建設業

移動先業種（％） （９１０）４１．２アンケート調査製造業
（９１０）３３．８アンケート調査サービス業
（９５５）１９６９５．４『河南統計年鑑』１人当りGDP（元）

地元県の特性

（２００９年）
（９５５）１１．９『河南統計年鑑』人口１万人当り医者数（人）
（９５５）１８．１『河南統計年鑑』名目平均成長率（０９／０４，％）
（９５５）８．４アンケート調査市区比率（％）
（９０６）４．６アンケート調査既創業比率（％）
（９６６）３３．２アンケート調査技能訓練経験者比率（％）
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おける標本数は河南省全体の農業労働力４，５９７

万人（２０１０年末）の極一部にすぎない。また，

前項で述べたように本研究のアンケート調査は

無作為抽出によって回答者を選択したものでは

ない。そこで本研究のデータが河南省全体の実

態をどれだけ代表しているかについても限られ

た範囲で確認することにしたい。代表性の確認

において対照する集計データは『河南統計年鑑

２０１１』（４３２頁）に１３－４１表として掲載されている

統計である（以下，「河南データ」と称す）。本

稿の表２はその抜粋である。

　この「河南データ」はその脚注に「全省１５８県

（区）における農村住民調査結果より推定。」

（表２の注ａ）とあるのみでその詳細は不明で

ある。その点を認識しつつこの表２と本研究の

データ（表１）とをいくつかの項目について比

較し，本研究のデータの代表性を確認すること

にしたい。ただし，注意すべきは「河南データ」

における労働移動が同一の郷の中での移動（同

一郷内移動）と郷を跨る移動（郷間移動）とを

含む点である（表２の第４，５行目参照）。その

合計が１，８４３万人と推定されている（表２の第

２行目）。２種類の移動のうち同一郷内移動に

ついては移動者が移動先で居を構えておらず自

宅から通勤している場合も含まれていると考え

られる。この種の移動は地域的な移動というよ

り農業から非農業への産業間移動と捉えること

がより適切かもしれない。それに対して本研究

のデータは都市への地域間移動者を対象として

おり，出稼ぎ期間中は基本的に都市で生活して

いる農村出身者に関して収集されたものである。

　本研究のデータは表１によると男性が７０．４％

を占める。表２の「河南データ」によると男性

労働力の割合は６９．０％である（ただし，同一郷

内移動と郷間移動を含む）から，性別に関して

本研究のデータは河南省全体の傾向とほぼ一致

している。本研究のデータにおいて既婚比率は

６２．０％である。ただし，出稼ぎを始める以前あ

るいは出稼ぎ中に結婚したかは不明である。

　調査時点（２０１０年２月）での平均年齢はおよ

そ３１歳である。一方，その時点までの都市での

就業期間の長さは平均８．３年であるから，平均

的には２０歳代はじめに都市での出稼ぎ労働を開

始していることがわかる。学歴については表２

と分布が比較できる。それによると学歴分布に

関して本研究のデータは「河南データ」による

河南省全体の農村移動労働者の情況をほぼ反映

していると言えよう。

　移動先の業種については「河南データ」では

第二次産業（鉱業，製造業，建設業）と第三次

産業がほぼ５０％ずつである（表２参照）のに対

して，本研究のデータではほぼ２対１の比率で

ある。河南省全体の傾向に比べて本研究のデー

タは移動先で第二次産業に従事している移動者

の比率がかなり高い。

　移動先地域に関して表１を見ると，本研究の

対象者は６５％弱が東部沿海地域を移動先として

おり，２７％弱が河南省内に移動していることが

わかる３。その他の地域（河南省以外の中部地

表２　河南省・農村労働力移動状況（２０１０年）a

構成比（％）実数（万人）
１００．０１８４３．００農村労働力移動人数

移動範囲
４３．２７９５．４７　同一郷内移動人数
５６．８１０４７．５３　郷間移動人数

性別
６９．０１２７２．１２　男性労働力
３１．０５７０．８８　女性労働力

学歴
４．７８５．７０　大学専科卒以上
２４．３４４８．４９　高校・専門学校卒
６３．６１１７２．９２　中卒
７．４１３５．８９　小学卒以下

就業業種
０．３６．０７　第一次産業
４９．０９０３．６８　第二次産業
５０．６９３３．２６　第三次産業

移動先地域（郷間移動）
２８．６５２６．４８　東部
２７．０４９７．１５　中部
１．２２２．３７　西部
０．１１．５２　その他

ａ原注：全省１５８県（区）における農村住民調査結
果より推定。

資料出所：河南省統計局他『河南統計年鑑２０１１』。

３　東部沿海地域とは北京，天津，河北，遼寧，
上海，江蘇，浙江，福建，山東，広東，海南の
１１省を指す。

───────────
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域，西部地域など）への移動は９％弱である。

この移動先地域分布は「河南データ」とかなり

異なる。すなわち表２によると郷間移動者のう

ち東部への移動者は半数を占めるにすぎず，中

部への移動者とほぼ拮抗している。しかし，表

２における郷を跨ぐ移動（郷間移動）の中には

本研究では対象外となっている近距離移動が多

数含まれていると推測される。したがって，本

研究と同様に対象を遠隔地の都市への移動に限

定するなら，河南省全体の傾向も東部への移動

割合がより大きくなると推測される４。

　個々の出稼ぎ農村労働者について地元の家庭

がどの程度農業に依存しているかを見るため，

家庭の総収入に占める農業収入の比率「農業収

入比率」をとった。その平均値は２８．２％であり，

出稼ぎ労働者がいる家庭においてはすでに農業

への依存度がかなり低くなっていることがわか

る。

　本研究の特徴の１つは出稼ぎ農村労働者の地

元の情況について公式統計（河南省統計局・国

家統計局河南調査総隊『河南統計年鑑２０１１』）よ

り県（県級市，市区）単位の集計データが利用

できることである。表１には本研究において主

に利用する「１人当り GDP」，「人口１万人当り

医者数」，「２００４年から２００９年までの５年間の名

目 GDP 平均成長率」のデータを掲げた５。また，

アンケート調査結果より出身地が県あるいは県

級市ではなく市区である者の割合（「市区比

率」）を見るとその値は８．４％である（表１下か

ら３行目）。これらの指標は都市で就業中の農

村労働者が帰郷を考える際に参照する指標と考

えられる。

　本研究においては出稼ぎ農村労働者の意思決

定に対して都市での収入水準が持つ効果を明ら

かにすることが主要な分析目的の１つである。

表１の第２行目に示したとおり移動労働者の都

市での平均月収は１７４０．４元（２００９年）である。

賃金については「河南データ」には記載がない

が，全国規模の調査である国家統計局農村司

『２００９農民工監測調査報告』によると，２００９年

の農民工の月収は全国平均で１，４１７元，東部（沿

海）地域の平均で１，４２２元とある６。もとより厳

密な比較は不可能であるが，本研究の収入デー

タは妥当な値の範囲にあると考えてよかろう７。

４．帰郷意思の決定因

４．１　移動労働者の帰郷意思

　本研究のアンケート調査は帰郷行動を明らか

にすることを主たる目的で実施されたものでは

ない。しかし，その調査項目の中に「あなたは

将来都市に引っ越して住むつもりですか：すで

に住んでいる／はい／いいえ」（ 是否打算将

来搬到城市居住：已経／是／否）という質問が

ある。この質問の内容はかならずしも明確では

ないが，調査対象者は都市戸籍を取得しないま

ま移動先の都市で生活している農村出身者であ

るから，本稿ではこの質問に対して「いいえ」

（否）と回答している場合は「いずれ都市での

生活を離れ帰郷する意思がある」と解釈した。

また，それ以外，すなわち「はい」（是）あるい

は「すでに住んでいる」（已経）と回答している

場合は「将来的には都市戸籍を取得し都市に定

───────────
４　中国全体について見ると東部地域が出稼ぎ農
村労働者の６２．５％を受け入れている（２００９年，
国家統計局農村司　２０１０）。

５　ただし，医者の人数については県別のデータ
は『河南統計年鑑』に記載があるものの市区に
関してはデータが存在しない。そこで，後者に
ついては，止むを得ず市（「地級市」）に関する
データを用いて人口１万人当りの医者数を計算
した（すなわち，同じ地級市内の区については
同一の値をとる）。より正確に言うとここで医
者と訳したのは，県のデータでは中国語の「執
業医師」および「執業助理医師」を，市区のデー
タ（上述のように地級市レベルのデータ）では
中国語の「医生」である。

───────────
６　この調査報告は全国３１省（自治区，直轄市）
の６．８万農家および７，１００以上の行政村を対象
とした調査にもとづく推計結果を記載している。

７　より最近の情報として，２０１１年の出稼ぎ農村
労働者の平均月収は２，０４９元であり，これは２０１０
年に比べて３５９元，率にして２１．２％の増加であ
る（国家統計局　２０１２）。
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住しようと考えている」と解釈した。本稿では

こうした解釈に基づきこの質問に対して「いい

え」と答えている場合に１，それ以外の場合０

を割り当てたダミー変数を作成し「帰郷意思」

変数とした８。

　なお，このように定義された帰郷意思のある

出稼ぎ農村労働者，すなわち，都市へ引っ越す

意思のない出稼ぎ農村労働者は全体の６１．１％，

帰郷意思のない出稼ぎ農村労働者，すなわち将

来都市へ引っ越す意思の有る者は３８．９％である。

とくに後者のうち，１１．４％（全体の４．０％）は調

査時点ですでに都市に引っ越している（合計標

本数７３０人）。

４．２　帰郷意思の決定因

　ではそのように定義された帰郷意思はどのよ

うな要因にもとづいて決定されるのであろうか。

表３では第１，２列目において前節で見た各変

数が帰郷意思と関係しているかを平均値を比較

することによって検討した。なお，表１の標本

には帰郷意思に関して無回答の標本も含まれて

いるため，表３における帰郷意思の有無に関す

る標本と表１の標本は若干異なることに注意さ

れたい。　

　それによると，まず，月収については帰郷意

思「有り」と答えた移動労働者のそれが平均

１，５８６元であるのに対して帰郷意思「無し」と

答えた者の平均は２，１０３元と後者が顕著に多い

（１％水準で有意）。都市での月収が多い移動

労働者ほど帰郷する意思がないのである。個人

特性についても顕著な違いが見られる。性別で

は帰郷意思「有り」の方が男性比率が有意に高

い（１％水準）。女性の方が都市に残る傾向が

ある。既婚者と未婚者を比べると既婚者の方が

帰郷意思が強い（既婚比率は帰郷意思の有る者

が無い者に比べて１％水準で有意に高い）。

　学歴についても顕著な違いが見られる。すな

わち，帰郷意思が無い者の方が有る者に比べて

高卒以上の比率が有意に高いのである（１％水

準）。高学歴者ほど都市に残る傾向がある。そ

の他，都市にすでに家を購入している者の比率

は帰郷意思なしの場合が１８．７％，帰郷意思があ

る場合が３．４％と１％水準の有意差が存在する。

これは予想された結果である。都市での就業期

間の長さ，農業収入比率，移動先地域の違いは

表３　特性別平均値ａ

創業意思無し創業意思有り
帰郷意思

帰郷意思帰郷意思
無有無有無有

＊( ９４)２０２２．５(２８０)１４６９．８(１４９)２０１９．９(１１７)１７３９．２＊＊＊(２６３)２１０２．７(４２８)１５８６．２平均月収（元，２００９年）
＊(１０１)６４．４(２８２)７４．５＊＊＊(１６１)６５．２(１１７)８０．３＊＊＊(２８３)６５．０(４３１)７６．１男性比率（％）
＊＊(１０２)５５．９(２８７)６７．２(１５９)５６．６(１１６)６１．２＊＊＊(２８１)５６．２(４３７)６７．３既婚比率（％）

(１０２)８．８(２８７)４．９＊＊＊(１５９)１７．０(１１８)３．４＊＊＊(２８０)１３．２(４４０)４．３大学専科卒以上（％）
＊＊(１０２)３２．４(２８７)２０．２(１５９)３４．６(１１８)２６．３＊＊＊(２８０)３２．５(４４０)２２．３高卒（％）
＊＊(１０２)５０．０(２８７)６２．７＊＊＊(１５９)４１．５(１１８)６１．９＊＊＊(２８０)４６．４(４４０)６１．６中卒（％）

(１０２)８．８(２８７)１２．２(１５９)６．９(１１８)８．５＊(２８０)７．９(４４０)１１．８小学卒以下（％）
(１０１)８．８(２８７)８．４(１６０)７．８(１１９)８．７(２８１)８．１(４４１)８．５都市就業年数

＊＊＊(１０２)１５．７(２９１)２．７＊＊＊(１６１)１９．３(１２０)４．２＊＊＊(２８４)１８．７(４４６)３．４都市で住居既購入比率（％）
( ９４)２８．５(２７７)３０．０(１５２)２９．４(１０７)２８．１(２６３)２９．１(４１７)２９．６農業収入比率（％，２００９年）

＊( ９６)７４．０(２６９)６３．９(１５３)６２．７(１０７)６５．４(２６９)６６．９(４０８)６４．５東部沿海地域（％）
( ９６)２１．９(２６９)２６．８(１５３)２８．８(１０７)２３．４(２６９)２６．０(４０８)２５．０河南省内（％）
( ９６)４．２(２６９)９．３(１５３)８．５(１０７)１１．２(２６９)７．１(４０８)１０．５その他（％）

＊＊＊( ９７)２１２９６．２(２８４)１７５４６．８(１５２)１７４１９．８(１１８)１８７９８．５(２６９)１８６２６．６(４３６)１８１１１．４１人当りGDP（元） 
＊＊( ９７)１２．８(２８４)１１．５(１５２)１１．６(１１８)１１．６(２６９)１１．９(４３６)１１．５人口１万人当り医者数（人）
＊＊( ９７)１８．８(２８４)１７．８(１５２)１７．６(１１８)１８．２(２６９)１８．０(４３６)１７．９名目平均成長率（０９/０４，％） 

( ９７)９．３(２８４)９．５＊＊(１５２)３．３(１１８)９．３(２６９)５．６(４３６)８．９市区比率（％）
ａ ＊＊＊，＊＊，＊　は１％，５％，１０％水準で有意な差があることを示す。括弧内の数字は標本数。

８　中国の戸籍制度については田村・夏（２０１１）
に詳しい。

───────────
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帰郷意思の有無によって有意な差異はなかった。

最後に地元の経済発展，医療環境の整備状況を

表す変数についても帰郷意思の有無による有意

な違いは観察されなかった９。

　以上のような表３による平均値の比較により

帰郷意思の決定因についていくつかの示唆は得

られたものの，個別要因の抽出には回帰分析を

行う必要があることは言うまでない。本研究で

は以下の点を考慮しつつ次節の回帰分析につな

げることにしたい。すなわち，表１による平均

値の比較においては都市での収入は個々の移動

労働者にとって外生変数と見なされていた。労

働移動に関する過去の研究でも通常，移動先の

賃金水準は外生変数として扱われている。

　しかし，当然のことながら，個々の労働者の

収入はその個人特性に依存すると考えられる。

別の言い方をすると帰郷意思に対する個人特性

の効果は収入への影響を通じた間接効果と，そ

れ以外の直接効果に分けて捉える必要がある。

そこで，次節で展開する回帰分析においては，

まず，移動労働者の都市における賃金関数（収

入関数）を推定し，その結果から外挿された「収

入」を説明変数に用いて帰郷意思の決定因を分

析することにしたい１０。

　

５．probit モデルによる推定結果

　本節ではどのような要因が移動労働者の帰郷

意思に影響するかを検討するために「帰郷意思」

ダミー変数を被説明変数とした probit モデル

を推計する。推定結果は表４に示されたとおり

である。まず，結果（１）は通常の probit モデ

ル，とくに月収を外生変数とみなした推定であ

る。結果（２）と（３）は月収を内生変数とした

操作変数 probit モデルであり，（２）はその第１

段階目（賃金関数），（３）は第２段階目（帰郷意

思関数）の推定結果である。さらに（４）は結果

（３）にもとづいて計算された限界効果である。

　はじめに結果（１）と結果（３）を比較すると

係数推定値が大きく異なっていることがわかる。

実際，外生性に関する Wald 検定（カイ二乗検

定）の結果は１％水準で有意となった。した

がって，以下では操作変数 probit モデルの結果

（２）および（３）について検討する。第１段階

目に当る月収の対数値を被説明変数としたミン

サー型賃金関数の推定において識別のための操

作変数としたのは都市での出稼ぎ業種の違いを

示す「建設業ダミー」と「製造業ダミー」（比較

の対象は「サービス業」），出稼ぎ先あるいは地

元ですでに創業している場合１の値をとる「既

創業ダミー」および技能訓練を受けた経験が有

る場合１の値をとる「技能訓練ダミー」である

（創業については次節であらためて論じる）。

　これら４つの変数の平均値は表１に示したと

おりである。業種ダミーについてはすでに３．２

項で論じたように「建設業ダミー」が２４．９（す

なわち，出稼ぎ先で建設業に従事している者は

全体の２４．９％），「製造業ダミー」が４１．２である。

「既創業ダミー」の平均値は「既創業比率」と

して示した４．６％，「技能訓練ダミー」の平均値，

すなわち技能訓練経験者の全標本に占める割合

は３３．２％である。

　まず，賃金関数の推定結果から検討する。そ

れによると性別では男性が女性に比べて近似的

に２６．０％ほど有意に高い賃金を得ている（１％

水準）。また，高卒以上の学歴を有する者は中

───────────
９　厳（２０１０）による珠江デルタで実施された出
稼ぎ農村労働者対象の大規模な意識調査では
「あなたは将来どうするつもりですか」という
質問に対して「出稼ぎを続ける」と「帰郷する」
という回答は全体のそれぞれ４３％と４１％とほぼ
同じ割合である。さらに同研究では，そうした
傾向に性別，教育水準，婚姻状態といった個人
属性の違いによる影響は見られないという分析
結果が示されている（２２０－２２１ページ）。

１０　国際間の労働移動および帰郷行動を分析し
た Dustmann（２００３）においてもこのような賃
金水準の内生化は試みられている。ただし，同
論文はその前半部分で賃金率一定を仮定した理
論モデルが展開されており，実証分析ではその
理論モデルとの整合性を図るためまず賃金関数
を推計し，その結果から計算された外挿値を説
明変数として用いているのであり，本研究とは
内生化の目的が異なる。
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９

表４　帰郷意思関数の推定結果a

（４）d（３）c（２）b（１）
帰郷意思ダミー
操作変数probit

帰郷意思ダミー
操作変数probit

ln（月収）
　　OLS

帰郷意思ダミー
probit

　　－９．０２１＊＊＊６．２９５＊＊＊３．００１＊＊定数項　　　
（６．２９）（９．７６）（２．２５）

－０．３７３＊＊＊－１．２０３＊＊＊　　－－０．１４１＊ln（月収）
（－７．８４）（－６．６０）（－１．７１）
０．１２０＊＊＊０．３８６＊＊＊０．２６０＊＊＊０．１８２男性ダミー
（３．１１）（３．０５）（３．７０）（１．３９）
０．０７２＊０．２３３＊０．０６３０．３２５＊＊既婚ダミー
（１．６６）（１．６７）（０．８３）（２．２４）
－０．０３０－０．０９５０．１３８＊＊－０．３７１＊＊＊高卒以上ダミー
（－０．６６）（－０．６６）（２．０６）（－２．９９）
０．０２９＊＊０．０９４＊＊０．０８５＊＊＊－０．０１０都市就業年数
（２．４５）（２．３９）（４．３６）（－０．２８）
－０．００１＊＊－０．００４＊＊－０．００３＊＊＊０．０００（都市就業年数）２

（－２．５１）（－２．４５）（－３．８１）（０．０４）
－０．１７５＊＊－０．５６３＊＊０．１１０－１．００９＊＊＊都市で住居既購入ダミー
（－１．９８）（－２．０２）（１．０１）（－４．８０）
－０．０２２－０．０７０－０．１３５＊－０．０２９移動先河南省内ダミー
（－０．５５）（－０．５５）（－１．９０）（－０．２１）
－０．００２＊＊－０．００６＊＊－０．００４＊＊＊－０．００２農業収入比率（%）
（－２．４７）（－２．４４）（－２．８８）（－０．６０）
－０．０５０－０．１６１０．０２４－０．２８５＊ln（地元１人当りGDP）
（－１．０７）（－１．０８）（０．３０）（－１．８７）
０．０９００．２８９０．１０４０．３０２ln（地元人口１万人
（１．５６）（１．５６）（１．０１）（１．５５）　　　　当り医者数）
０．００２０．００７－０．００４０．０１８地元名目成長率（%）
（０．４３）（０．４３）（－０．４９）（１．１３）
０．２０６＊＊＊０．６６３＊＊＊０．２０７０．４７３＊地元市区ダミー
（２．７４）（２．７３）（１．６３）（１．８２）
　　－　　－－０．２５８＊＊＊建設業ダミー

（－３．２８）
　　－　　－－０．１１８＊＊　　－製造業ダミー

（－１．９９）
　　－　　－０．３４０＊＊＊　　－既創業ダミー

（２．７４）
　　－　　－０．１３５＊＊　　－技能訓練ダミー

（２．４３）　
　　－０．９０９＊＊＊　　－　　－atanh（ρ）

（３．３８）
　　－－０．４２８＊＊＊　　－　　－ln（σ）

（－１３．５５） 
　　－－７９３．３４　　－－３４１．００対数尤度
５０１　５０１　　－５６１標本数

ａ 括弧内はｚ値。＊＊＊，＊＊，＊　は１％，５％，１０％水準で有意なことを示す。ｂ 操作変数 probit 推定
の１段階目。識別のための操作変数は「建設業ダミー」，「製造業ダミー」，「既創業ダミー」，「技能
訓練ダミー」である。ｃ ln（月収）を内生化している。ｄ 結果（３）にもとづく限界効果である。
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卒以下に比べて１３．８％ほど高い賃金を得ている

（５％の有意水準）。業種の違いを調整した上

で，学歴の高さが賃金を高める効果を持ってい

ることがわかる。さらに都市での就業経験を表

す就業年数の係数推定値も１次項が有意な正値，

２次項が有意な負値を示している（いずれも

１％水準）。出稼ぎ形態であっても人的資本の

蓄積が賃金に反映されていることを示唆してい

る。

　さらに出稼ぎ先が河南省内である場合はその

他地域（主に東部沿海地域）の場合と比べて

１３．５％ほど賃金が低い（１０％の有意水準）。地

域別の経済発展格差から見てこの結果は予想ど

おりと言えよう。また，地元の家庭収入に占め

る農業収入比率が高いほど出稼ぎ賃金が有意に

低いという結果も得られた（１％水準）。ただ

し，この結果は農業収入比率の分母である家庭

総収入に出稼ぎ収入が含まれていることによる

逆の因果関係を示している可能性があるため注

意を要する。

　識別のための４つの操作変数の係数推定値は

いずれも１％あるいは５％水準の高い有意性が

示された。出稼ぎ業種が建設業あるいは製造業

の場合はサービス業の場合と比べて賃金水準が

低い。また，すでに自らの企業を設立している

者はそうでない労働者に比べて３４．０％ほど高い

収入を得ている（１％の有意水準）。さらに技

能訓練を受けた経験がある場合はない場合と比

べて１３．５％ほど高い収入が実現できている

（５％の有意水準）。とくに農村労働者に対す

る技能訓練が効果を持っていることが統計的に

検証されたのである。近年，農村部で都市へ送

り出す前に技能訓練を施すという政策が普及し

ており，そうした施策の有効性を示す結果と見

ることができよう１１。他の変数，とくに出身地

の情況を表す変数はいずれも有意な推定結果が

得られなかった１２。

　つづいて第２段階目の操作変数 probit モデ

ルの結果を検討する。まず，本研究が最も注目

する「月収」の係数推定値は高い有意性（１％

水準）を持った負値が得られた。収入が低い出

稼ぎ農村労働者ほどいずれは地元に戻ろうと考

えている。表３における平均値の比較と同様の

結果が回帰分析によっても得られたのである１３。

男性ダミーの係数推定値は１％水準で正となっ

た。男性は女性に比べて帰郷志向が強い。また，

有意性はそれほど高くないものの既婚者は未婚

者に比べてより帰郷意思を示している（１０％水

準）。

　都市での就業年数については１次項の係数推

定値が有意に正，２次項が有意に負となった

（いずれも５％水準）。月収が一定の場合，都

市での生活が長くなるほど帰郷の意思を有する

ようになる。しかし，その程度は都市での生活

が長くなるほど弱まる，ということを示唆する

結果である。また，「都市で住居既購入ダミー ｣

の係数推定値が示すように，都市ですでに家を

購入している場合は予想どおり帰郷意思が弱ま

る（５％水準で有意な正値）。

　地元における情況としては，まず，家庭の収

入に占める農業収入の比率が低いほど帰郷の意

思があるという有意な推定結果が得られた

（５％水準）。この結果は帰郷が帰農を意味す

るものではないことを示唆している。また，市

区ダミーの係数推定値も高い有意性を持って正

となった（１％水準）。地元が県ではなく，よ

───────────
１１　代表的なものとして「陽光プロジェクト」（陽
光工程）があげられる。これは出稼ぎを望む農
民に対して地元の農村部で職業訓練を行い，一
定の技能を身につけた後に都市へ送り出すとい
う中央政府の施策であり，職業訓練のための費
用について国からの補助金が下りる。

───────────
１２　こうした収入関数（賃金関数）の推計結果は
他の研究と概ね整合的である（馬　２０１１a，b）。
また，とくに中国でも男女間で賃金格差が見ら
れることについては石塚（２０１０）の「第６章　
男女の賃金格差」で綿密に分析されている。

１３　厳（２０１０）では，珠江デルタにおける農村労
働者対象のアンケート調査にもとづく統計分析
によって，収入の少ないことが都市への帰属意
識を低め，それが「いつかは帰郷する」という
将来設計に結びついている可能性が指摘されて
いる（２１９－２２０ページ）。
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１１

り都市化された市区の場合ほどその出身者が帰

郷を希望するという予想どおりの結果と言えよ

う。

　その他の説明変数については有意な係数推定

値が得られなかった。とくに，学歴の高低につ

いては表３における平均値の比較，および表４

の probit 推定の結果（１）では学歴が高い（高

卒以上である）ほど帰郷の意思を持たないとい

う有意な結果であった。ここでの推定結果はそ

うした学歴効果が収入を高めることを通じたも

のであることを示唆している。移動先が河南省

内であるか東部沿海地域を中心とする他地域で

あるかも帰郷意思とは直接の関係が薄い。また，

地元の経済・生活環境の違いを表す「１人当り 

GDP」，「人口１万人当り医者数」および「名目

成長率」の係数推定値はいずれも有意とはなら

なかった。

　表４では各変数の効果の大きさを比べること

ができるように平均値で評価した限界効果を示

した。それによると月収が１％低くなると帰郷

しようという気持ちが３７．３％ポイント高まるこ

とがわかる。また，地元が市区にあると，県に

ある場合に比べて帰郷意思は２０．６％ポイント高

まるという結果である１４。

６．創業意思と帰郷

　前節の分析から帰郷意思のある農村労働者は

都市での収入が低く都市での成功者とは言えな

いという示唆が得られた。ここには収入が高い

ことが（将来）都市戸籍を取得しようとする際

に有利に働くという制度上の理由も含まれる。

こうした結果は帰郷者による地元農村部への貢

献は限定的であるという懐疑論を支持するもの

と見なすことができよう。しかし，帰郷の目的

・動機にはさまざまなものが考えられ，前節ま

での分析はその点を考慮したものではない。と

りわけ創業を目的とした帰郷の場合，その促進

要因がどのようなものであるかを明らかにする

ことは「帰郷創業」の役割を検討するうえでも

重要である。　

　そこで，この節では創業の意思があるかない

かによって帰郷を左右する要因に違いがあるか

を統計的に検討する１５。前節で触れたように，

本研究で利用しているアンケート調査では，将

来，出稼ぎ先の地あるいは地元で創業する意思

があるかを質問している。本節ではこの質問に

対する回答結果を利用して標本を「創業意思有

り」と「創業意思無し」の２つに分け，標本別

に前節と同様の帰郷意思関数を推定することに

した。ただし，「創業意思有り」にはすでに創業

している場合を含めていることに注意されたい１６。

　表３の第３列目以下では標本を創業意思が有

る場合と無い場合とに分け，それぞれについて

さらに帰郷意思の有無別に各変数の平均値を掲

げた。それによると創業意思が有るか無いかに

よって帰郷意思の決定因に違いがあることが示

唆される。とくに第１行目の「平均月収」につ

いて創業意思が無い場合は帰郷意思の有無に

よって平均値に有意差（１０％水準）が存在する

のに対して，創業意思が有る場合には帰郷意思

の有無による有意差が確認されない。本節以下

ではそうした決定因の違いをより詳しく検討す

るため，前節と同様のモデルを推定する１７。

───────────
１４　もし，都市で出稼ぎをしている者とそもそも
出稼ぎをしていない者との間に個人特性の体系
的な違いがあるなら，出稼ぎをしている者のみ
を標本とした本研究の推定結果はセレクション
・バイアスを含む可能性がある。なお，Hu, Xu 
& Chen（２０１１）は出稼ぎをしていない者も標本
として利用し，セレクション・バイアスを考慮
した分析を行っている。

１５　国際間の労働移動および帰郷に関する過去の
研究の中では Dustmann & Kirchkamp（２００２）
が創業を含む帰国後の職業選択と帰郷までの外
国滞在期間の同時決定を組み込んだ理論モデル
の構築とその検証を試みている。

１６　表１で見たようにすでに創業している者の
比率（既創業比率）は４．６％である。

１７　なお，本稿では創業意思の有無を帰郷意思の
決定因に違いをもたらす要因としてのみ扱って
いる。しかし，創業意思それ自体の決定因，さ
らには創業意思の有無と帰郷意思の有無を組み
合わせた４つのカテゴリーの決定因を明らかに
することは興味深い研究課題と言えよう。機会
を改めて取り組むことにしたい。

───────────
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表５　帰郷意思関数の推定結果（創業意思の有無別）a

（４）d（３）（２）c（１）b

創業意思無し創業意思有り

帰郷意思ダミー
probit

帰郷意思ダミー
probit

帰郷意思ダミー
操作変数probit

帰郷意思ダミー
操作変数probit

　－ ８．０２９＊＊＊　－ ３．３６３定数項　　　
（４．０７）（０．８０） 

－０．１００＊＊－０．３６５＊＊－０．２０６＊－０．６５２ln（月収）
（－２．５１）（－２．４５）（－１．６９）（－１．６３）
０．０７２０．２６４０．１６８＊＊０．５３１＊＊男性ダミー
（１．３６）（１．３５）（２．４４）（２．３５）
０．１１６＊＊０．４２４＊＊０．０２６０．０８２既婚ダミー
（２．０４）（２．０１）（０．３３）（０．３３）
－０．０６５－０．２３６－０．０７２－０．２２７高卒以上ダミー
（－１．２９）（－１．２８）（－０．７６）（－０．７７）
０．０２２０．０８１－０．００７－０．０２２都市就業年数
（１．４８）（１．４７）（－０．２８）（－０．２８）
－０．００１＊＊－０．００４＊＊０．００１０．００２（都市就業年数）２

（－２．０８）（－２．０５）（０．６０）（０．６０）
－０．２８５＊＊＊－１．０４１＊＊＊－０．３９２＊＊＊－１．２４０＊＊＊都市で住居既購入ダミー
（－３．３３）（－３．１８）（－２．６６）（－２．６２）
０．０７２０．２６２－０．０７８－０．２４６移動先河南省内ダミー
（１．２５）（１．２５）（－１．１４）（－１．１３）
－０．０００－０．００１－０．００３＊＊－０．０１０＊＊農業収入比率（%）
（－０．３７）（－０．３７）（－２．１５）（－２．１０）
－０．１６４＊＊＊－０．５９９＊＊＊０．００６０．０２０ln（地元１人当りGDP）
（－２．７３）（－２．６６）（０．０７）（０．０７）
０．０５００．１８１０．１０５ ０．３３１ln（地元人口１万人
（０．６１）（０．６０）（１．０５）（１．０４）　　　　当り医者数）
０．００１０．００５０．００４０．０１４地元名目成長率（%）
（０．１９）（０．１９）（０．５２）（０．５２）
０．０７８０．２８５０．４１８＊＊ １．３２１＊＊地元市区ダミー
（０．８５）（０．８４）（２．３６）（２．３３）
　－ 　－ 　－ ０．５９５＊atanh（ρ）

（１．６７） 

　－ 　－ 　－－０．４１１＊＊＊ln（σ）
 （－８．３４）

　－ －１４９．９８　－ －３２１．３９対数尤度
３０７３０７２０６２０６標本数

ａ 括弧内はｚ値。＊＊＊，＊＊，＊　は１％，５％，１０％水準で有意なことを示す。「創業意思無し」に関
しては操作変数 probit 推定における Wald 検定で外生性が棄却できないため probit 推定の結果を
掲げた。ｂ ln（月収）を内生化している。識別のための操作変数は「建設業ダミー」，「製造業ダミー」，
「既創業ダミー」，「技能訓練ダミー」である。ｃ 結果（１）にもとづく限界効果である。ｄ 結果（３）
にもとづく限界効果である。
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　推定結果は表５に示した。（１）と（２）は「創

業意思有り」に標本を限定した場合の結果（２

は限界効果），（３）と（４）は「創業意思無し」

に標本を限定した場合の結果（４は限界効果）

である。推定方法は probit と操作変数 probit 

をともに試みた上で，表５には Wald 検定にお

いて外生性が１０％水準で棄却できた「創業意思

有り」の場合は操作変数 probit による推定結果

を，棄却できなかった「創業意思無し」の場合

は probit による推定結果を掲げ検討の対象と

した。

　まず，「創業意思有り」の場合の推定結果（１）

を検討する。本研究における中心的変数である

「月収」の係数推定値は負値であるが有意では

ない（ただし，限界効果の場合は１０％水準で有

意）。この変数の係数推定値は全標本を用いた

表４の結果（３）では負の符号で高い有意性を示

していた。ここでは創業意思を持つ者に限定し

た場合，そうした都市での稼得能力の低い者ほ

ど帰郷するという傾向は弱いということがわ

かった。

　性別では男性が女性に比べて有意に帰郷意思

を持つ。そのほか，都市で既に家を購入してい

る場合，地元の家族収入に占める農業収入の比

率が低い場合，帰郷を希望する傾向にある点は

全標本対象の推定結果と同様である。とくに農

業収入に関する結果は地元に帰郷して農業に戻

るのではなく，自らの企業を設立しようという

意思が現れていると言えよう。そのことは地元

が県（より農業に依存した地域）ではなく市区

である場合，帰郷意思が強いというここでの推

定結果にも示されている。市区ダミーに対応す

る限界効果を見ると，地元が市区にある場合は

県である場合に比べて帰郷意思を持つ確率を

４１．８％ポイント高める（結果２参照）。

　一方，既婚ダミーの係数推定値は全標本対象

の場合は有意な正値であったが，ここでは通常

の水準での有意性は失われている。創業意思の

ある者にとっては既婚か未婚かは帰郷の選択に

無関係なのである。都市での就業年数の係数推

定値についても全標本対象の場合は１次項が正，

２次項が負でともに有意であったのに対して，

ここでは有意な結果とはならなかった。都市で

の就業経験が長いほど帰郷の意思が強まるとい

う傾向は創業意思がある者の場合には当てはま

らない。

　学歴（高卒以上か否か），出稼ぎ先が河南省

内の都市部か東部沿海地域の諸都市を中心とす

るその他地域かはここでも帰郷意思と無関係で

ある。また，地元地域の経済社会環境について

は，先に見た市区か県かを除いて，帰郷意思と

は有意な関係にない。この点も全標本を対象と

した推定結果と同様である。

　つづいて，創業意思を持たない出稼ぎ農村労

働者についてその帰郷意思の決定因を検討する。

まず，月収の係数推定値は全標本を対象とした

結果と同様，負で有意な結果となった（５％水

準）。先に見たように創業意思のある者に関し

てこの変数の推定値は有意性が低かったのであ

り，月収が低い者ほど帰郷を望むという傾向は

創業意思のない者についてより当てはまると言

うことができる。

　既婚ダミーの係数推定値は正で有意な結果で

ある（５％水準）。創業意思のある者の場合と

異なり，創業意思のない者の場合，既婚である

ことが帰郷を促す要因となる。都市で既に家を

購入している者は，ここでも予想どおり帰郷意

思を示さない。特徴的なのは地元の１人当り 

GDP が低いほど当地の出身者は帰郷の意思を

持つという推定結果である（係数推定値は１％

水準で有意）。対応する限界効果を見ると，地

元の１人当り GDP が１％低いと帰郷しようと

いう意思を持つ確率が１６．４％ポイント高まる

（結果４参照）。創業意思を持たない者に限定

した場合，経済発展の遅れた地域の出身者ほど

帰郷意思を持つ傾向があることが統計的に示さ

れた。こうした傾向は創業意思を持つ者につい

ては見られなかった。

　推定結果が有意とならなかった変数としては，

まず，男性ダミーがあげられる。創業意思があ

る者の場合は男性ほど帰郷の意思を示したのに

対して，創業意思がない場合はそうした性別に
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よる違いは見られない。学歴についてはここで

も帰郷意思の選択要因ではない。都市での就業

年数の係数推定値については，２次項のみ負値

で有意である（５％水準）。また，移動先が河南

省内であるかその他地域であるかは創業意思の

ない者の帰郷意思に影響しない。

　農業収入比率と地元市区ダミーの係数推定値

が有意とならなかった点は創業意思がある者の

場合とは対照的である。前者については創業の

意思がないことから帰農する可能性も残されて

いることを示唆している。また，とくに創業す

る意思がないなら，地元が農村部（県）である

か，より都市化された市区であるかは帰郷の意

思に影響しない。地元の生活環境を示す人口１

万人当りの医者数，地元の名目 GDP 成長率に

ついてはここでも有意な係数推定値は得られな

かった。

７．世代，創業意思と帰郷

　前節までの分析により出稼ぎ農村労働者の帰

郷意思がどのような要因によって規定されるか，

また，そうした帰郷要因は創業意思を持つか持

たないかによってどう異なるかが明らかになっ

た。しかし，調査対象者には異なる年齢層が含

まれており，年齢によっても帰郷要因は異なる

ことが予想される。本稿では最後にそうした点

を考慮した分析を展開することにしたい。

　近年，中国では出稼ぎ農村労働者の行動・思

考について世代間の違いが注目されている。す

なわち，同じ出稼ぎ農村労働者であっても１９８０

年代生れ（中国では「８０年後」と称される），

１９９０年代生れ（同じく「９０年後」）といった若い

世代はその前の世代と比べて，その考え方そし

て行動様式がかなり異なることが指摘されてい

る１８。そこで，本研究では全標本を調査時点

（２０１０年）で３０歳未満（便宜上，若年層と呼ぶ）

と３０歳以上（同じく非若年層）とに分けて，前

節と同様の推定を試みる。３０歳未満がほぼ１９８０

年代以降生まれに対応する。なお，今回のアン

ケート調査においてこの３０歳未満の世代が全標

本数９７４人中に占める割合は５５．５％である。

　帰郷意思関数の推定結果は表６に示したとお

りである。（１）と（２）は標本を３０歳未満に限定

した場合，（３）と（４）は３０歳以上の場合の推定

結果である。また，（１）と（３）は創業意思があ

る場合，（２）と（４）は創業意思のない場合の結

果である。推定方法としては probit 推定と「月

収」を内生化した操作変数 probit 推定をともに

試み，外生性に関する Wald 検定の結果にもと

づいて，（１），（２），（３）では probit 推定，（４）

では操作変数 probit 推定の結果から計算され

た限界効果を掲げた。各式ごとに見ると推定結

果における有意な係数は少ないが，４種の結果

を比較することによっていくつかの興味深い点

を指摘できる。なお，年齢層による相違には，

（たとえば若年層の場合）１９８０年代以降に生ま

れ育ったという「世代」が異なることの効果と，

いつ生まれたかに関わらず人生の中で３０歳未満

という若い年齢に属するという効果が混在して

おり，本稿では両者を識別することはできな

かった。以下，この点を留意しつつ推定結果を

検討する。

　まず，本研究で最も重視する「月収」が帰郷

意思に与える効果については，どちらの年齢層

に関しても創業意思がある者にとっては統計的

に無関係，創業意思がない場合には都市での収

入が低いほど帰郷を望むという結果である。さ

らに，その効果は非若年層のほうが大きい（限

界効果が絶対値で２５．７％ポイント大きい）。収

入の大きさが都市での成功の指標と考えるなら，

都市で成功していない者ほど帰郷を望むという

傾向は創業意思を持たない者，とりわけ３０歳以

上のそうした者について顕著に当てはまるので

ある。言い換えるなら，若い世代で創業を目指

す者にとっては都市での収入の多寡は帰郷を選

択する要因とはならない。

───────────
１８　たとえば『人民日報・海外版』（２０１２年７月
２６日）の「焦点関注」欄など。２０１０年の「中央
一号文件」では１９８０年代以降生まれの農村労働
者を指して「新世代農民工」という言葉を用い
ている。
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表６　帰郷意思関数の推定結果（年齢別および創業意思の有無別）a

（４）b（３）（２）（１）
３０歳以上３０歳未満

創業意思無し　
帰郷意思ダミー
操作変数probit 

創業意思有り　
帰郷意思ダミー
probit

創業意思無し　
帰郷意思ダミー
probit

創業意思有り
帰郷意思ダミー
probit

－０．３６０＊＊＊０．０４３－０．１０３＊０．００７ln（月収）
（－３．９５）（０．６１）（－１．８３）（０．１２）
０．１５６＊０．２２１０．０７１０．０７２男性ダミー
（１．６６）（１．３８）（１．０４）（０．８６）
－０．０３８－０．３１６０．１６７＊＊－０．０３７既婚ダミー
（－０．２３）（－０．６７）（２．１１）（－０．４２）
－０．０４０－０．１２８－０．０５７－０．２０１＊＊高卒以上ダミー
（－０．４８）（－１．１７）（－０．８１）（－２．５４）
０．０４７＊＊－０．０２７０．０２９０．００５都市就業年数
（２．２７）（－０．７２）（０．５９）（０．１０）
－０．００２＊＊＊０．００１－０．００２－０．００２（都市就業年数）２

（－２．９８）（０．９２）（－０．６０）（－０．４５）
－０．０４０－０．６６８＊＊＊－０．３８３＊＊＊－０．２６１＊＊都市で住居既購入ダミー
（－０．２７）（－３．１６）（－３．１２）（－２．０４）
０．１０３０．０４６０．０５５－０．１５９＊移動先河南省内ダミー
（１．０９）（０．３９）（０．６８）（－１．７０）
－０．００３＊＊－０．００３０．００１－０．００１農業収入比率（%）
（－２．２０）（－０．９２）（０．３７）（－０．４７）
－０．１７４＊－０．０８８－０．１４６＊０．０９１ln（地元１人当りGDP）
（－１．７２）（－０．５６）（－１．７７）（０．８８）
０．２２０＊＊０．２５２－０．０５５ ０．００１ln（地元人口１万人
（２．０４）（１．３４）（－０．４６） （０．０１）　　　　当り医者数）
０．００６－０．００４０．０１１０．０２２＊＊地元名目成長率（%）
（０．６１）（－０．３０）（１．１０）（２．１４）
－０．００３－０．０４９０．２８０＊＊ ０．６５５＊＊＊地元市区ダミー
（－０．０３）（－０．１０）（２．００）（３．０８）
０．８４７＊＊　－ 　－ 　－ atanh（ρ）c

（２．１０） 

－０．５３４＊＊＊　－　－ 　－ ln（σ）c

（－８．６７）
－１７１．３３－５０．７９－８４．９６－６５．５１対数尤度
１３２８６１６６１３０  標本数

ａ 限界効果である。括弧内はｚ値。＊＊＊，＊＊，＊　は１％，５％，１０％水準で有意なことを示す。「３０
歳以上・創業意思無し」以外は操作変数 probit 推定における Wald 検定で外生性が棄却できないた
め probit 推定の結果を掲げた。b  ln（月収）を内生化している。識別のための操作変数は「建設業ダ
ミー」，「製造業ダミー」，「技能訓練ダミー」である。c  限界効果ではなく推定値である。　
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　性別については非若年層で創業意思のない者

に対象を限定した場合に，男性ほど帰郷を望む

という推定結果となった。また，既婚か未婚か

については若年層で創業意思のない場合に既婚

者ほど帰郷を望むという結果である。学歴につ

いてはここまでの分析においては帰郷に対する

影響が摘出されなかったが，ここでは若い世代

で創業意思のある者について高学歴者ほど都市

に留まる傾向があるという推定結果が得られた。

都市部で創業するには地元農村部で創業する場

合に比べてより高い学歴が必要とされるという

ことを示唆している。都市での就業年数が帰郷

意思に与える効果については，表４の（３）で見

たように全標本を対象とした推定結果では１次

項が正，２次項が負となった。ここでは，同様

の関係が３０歳以上で創業意思のない農村労働者

に見られる。

　都市で既に家を購入していることは，非若年

層で創業意思がない場合を除いて帰郷を止まる

要因である。移動先が河南省内の都市であるこ

とは，若年層で創業意思がある者の場合，負で

有意な推定結果が得られた（１０％水準）。地元

で創業する際に必要な知識はより発展した東部

沿海地域での就業から得られるということを示

していると言えるかもしれない。地元家庭収入

における農業収入の比率は３０歳以上で創業意思

のない場合のみ負の効果を持つ。

　地元の１人当り GDP については世代に関わ

りなく創業意思を持たない者について負の効果

を有している。地元に戻って工場労働に従事す

る，あるいは帰農するといった農村労働者の場

合は地元が経済発展を遂げているか否かによっ

て帰郷意思が異なる。しかし，創業しようとい

う意思がある者にとっては，現在の地元の経済

発展情況は帰郷意思と関係がないのである。地

元の生活環境を代表する人口１万人当り医者数

については非若年層で創業意思を持たない者に

とって帰郷を希望する有意な要因である。これ

は期待どおりの結果と言えよう。

　地元経済の将来性を示す名目 GDP 成長率に

ついては若年層で創業を目指す者にとって帰郷

を促す有意な要因となっている。地元経済の将

来性は他の３つの場合は有意な帰郷要因となっ

ておらず，とくに若年層による地元での創業が

収益性を考えた選択であることを示唆する結果

である。最後に地元がより都市化されている市

区であることの効果については若年層において

創業意思の有無に関わらず有意な正値となって

おり，その限界効果は創業意思のある者がない

者に比べて３７．５％ポイント大きい。

８．結論

　本稿では中国における代表的な農村労働力送

り出し地域である河南省で実施された出稼ぎ農

村労働者対象のアンケート結果を利用して，そ

の帰郷を促す要因について実証的に分析した。

帰郷現象を巡っては地元の農村部では人的資本

の還流として捉え，帰郷者による創業行動に期

待する議論がある。一方，個票データを用いた

過去の数量分析によると，帰郷者は都市部での

成功者とは言えず，地元への貢献は限定的なも

のに留まるという意見がどちらかと言うと主流

である。

　本研究ではそうした議論に対して新たなデー

タにもとづく実証結果を提示しようと試みた。

主要な結果は以下のとおりである。まず，全標

本を用いて都市部での出稼ぎ収入の多寡と将来

の帰郷意思との関係を検討した結果，都市部で

の収入が低い者ほど帰郷意思が強いという結果

が得られた。この結果は帰郷者を巡る論争にお

いて懐疑論を支持するものと解釈される。また，

地元の経済発展の情況は帰郷意思に影響しない

ことも明らかとなった。こうした分析結果も，

帰郷の意思が経済状況を考慮した決定とは言え

ないという意味で，帰郷者による地元経済への

貢献に対して懐疑的な見方を支持しているよう

に見える。

　本稿ではつづいて，将来，創業意思がある出

稼ぎ農村労働者とそうした意思を持たない出稼

ぎ農村労働者との間で，帰郷要因がどう異なる

かについて分析を試みた。その結果によると，

上述のような帰郷者に対する懐疑論を支持する
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統計的傾向は，創業意思を持たない帰郷希望者

により強く当てはまり，創業意思のある者には

当てはまりが弱い。とくに３０歳未満の若年層で

将来自ら創業しようという農村労働者について

は，都市での収入の低いことが帰郷意思の決定

因とは言えないのである。さらに創業意思を持

つ若年層については地元経済の成長性が帰郷を

促すという結果も得られた。このように帰郷者

に対する懐疑論には一定の留保が必要であり，

創業環境を整えることによって帰郷者には地元

経済への貢献が期待できると考えられる。

　中国では目下，戸籍制度と土地制度の改革が

進んでいる。これらは農村・都市間の労働移動

に対して大きな影響を及ぼすものである。戸籍

制度の改革により，農村戸籍から都市戸籍の変

更が容易になり，農村出身者の都市部での待遇

が改善されることは農村から都市への移動・定

住を促進する（帰郷の動きを抑制する）と考え

られる。一方，農村部における土地制度が改革

され土地の売買（貸借）がより自由になると，

農村部における創業環境も改善されるかもしれ

ない。こうした制度改革の方向と速度を見極め，

それと帰郷あるいは帰郷創業の関係を明らかに

することは本稿に残された研究課題である。
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　The urban-rural return migration phenomenon in China is gradually drawing attention from 

researchers. Some have the optimistic notion that many returnees are successes in host urban area, 

so must contribute to the development in home rural area. Others have skeptical notion that 

returnees are failures in urban labour market. To make a stir in this controversy, using the survey 

data conducted in Henan province in 2010, this study empirically analyses the factors which decide 

return intention of Chinese migrant rural workers. In contrast with past literatures we treat the 

migrant’s wage in the city, which is main determinant of out or return migration, as endogenous 

variable. As the first stage of probit model with instrument variables, we estimated Mincer-type 

wage function. The estimation results support human capital hypothesis in the context of migrant 

labour market. The dependent variable in the second stage is the binary one which equals 1 if the 

migrant intends to return in the future, equals 0 if otherwise. The estimation results indicate the 

wage level of the migrant who intends to return is lower than the migrant who intends to stay in 

the city. This result seems to support the skepticism for returnees’ contribution to development of 

rural area. Then we divides the whole samples into two sub-samples by the intention to establish 

own business, estimated the same return intention functions. The estimated results are interesting. 

On the group that does not intend to establish own business, wage have the significantly negative 

effect on the intention of return as previous model. On the other hands, wage does not have any 

significant effect on the intention of return on the group that intends to establish own business. 

Although our statistical evidence isn’t strong, we conclude that we cannot reject optimistic notion 

of returnees’ positive impacts to the development of home rural area. 


